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はたサポ鳥取における相談内容（例） 
 

相談項目 相談内容 支援の内容（例） 

就業規則 

労使協定 

事業を開始するに

当たり労務関係で

必要な手続きが知り

たい。 

労働条件通知書、社会保険加入、労働者名簿、

３６協定 等必要事項と作成する上での留意点等

を説明し、不明点について回答した。 

助成金申請に向け

た就業規則の見直

し 

助成金申請要件に合致するよう、就業規則の作

成、見直しについて支援を行った。 

変形労働時間

制 

休日日数増加等カ

レンダーの変更を行

う際の注意点は?

（１年単位の変形

労働時間制） 

年間労働時間が変わること、割増賃金の単価等注

意事項を伝え、１年単位の変形労働時間制のルー

ルを再確認して適用することを勧めた。 

ハラスメント 2026 年改正内容

について 

２０２６年１０月改正の改正内容について事業

主が講ずべき措置等について事業所の実態を聴き取

りながら説明を行い、改定すべき規程、新設する周

知事項等を一つずつ確認しながら支援を行った。 

⾧時間労働の

是正 

柔軟な労働時間の

管理方法（所定外

時間に労働する場

合） 

始業・終業の繰り上げ繰り下げや変形労働時間制

の導入の検討を提案。その際就業規則の変更も必

要であることを説明した。 

 





　・頁はパンフレット（簡易版）の該当ページ　・※印は賃金支援策パッケージの助成金

頁 助成金名 対象の取組み 助 成 内 容 助  成  額 主　な　留  意  点

８頁
特定求職者雇
用開発助成金

高齢者、障害者、
母子家庭の母など
就職困難者の雇入

ハローワーク
等を通じた雇
入れを助成

60万〜240万円(短
時間労働者は40万
円～80万円)

該当者を雇用した場合ハ
ローワークから通知があ
る。

９頁
トライアル雇用
助成金

すぐに常用雇用が
難しい人の試行的
雇用

一定期間(原則
3か月)の試行
雇用を助成

月4万円×3か月
（該当者要件によ
り加算、延長あ
り）

事前のトライアル求人の
申込み、雇用開始後のト
ライアル雇用実施計画書
の提出が必要。

１１

  頁

人材確保等支
援助成金
（※雇用管理等
コース）

雇用管理制度の整
備、雇用環境の改
善、離職防止

制度導入や環
境整備に要す
る費用の一部
を助成

コースで異なる
（20万円～325万
円等）

コースによって、離職率
低下目標の達成等の要件
がある。

１２

  頁

65歳超雇用推
進助成金
（高齢・障害・求
職者支援機構）

定年引上げや継続
雇用、雇用管理制
度の整備等による
高年齢者の雇用安
定

高年齢者雇用
制度や管理制
度の導入、無
期雇用転換等
への助成

コースで異なる
（定年の引上げ15
～140万円等）

定年延長等は、60歳以上
の雇用保険被保険者がい
て、就業業規則を改定す
ることが要件。

１３

  頁

キャリアアップ
助成金
（※賃金改定
コース）

有期・短時間・派
遣労働者の処遇改
善

正社員転換や
賃金増額改定
等を助成

コースで異なる
（正社員化で1人
あたり最大80万
円、賃金増額で1
人あたり4万円～7
万円等）

キャリアアップ計画書の
事前提出が必要。改善措
置から一定期間経過後に
申請。

１４

  頁

両立支援等助
成金

育児・介護と仕事
の両立支援、休業
制度整備

育休取得、職
場復帰支援、
介護離職防止
等の取組を助
成

コースで異なる
（育児休業支援30
万円、介護休業支
援40万円等）

制度整備に加え、取得環
境の整備が必要。有給の
介護休暇、育休代替要員
の長期雇用に対する新規
助成あり。

１５

  頁

※
人材開発支援
助成金

職務に関連した訓
練、OFF-JT、OJT等
の実施

研修費用、賃
金の一部を助
成

コースで異なる
(経費助成45～
75％、賃金助成
800円/時間等、賃
金要件加算あり）

訓練計画の事前提出が必
要。（コースによっては
キャリアコンサルティン
グ実施も必要）
経費の助成限度額あり

２３

  頁

※
業務改善助成
金

事業場内最低賃金
の引上げのための
生産性向上の取り
組み

生産性向上に
資する設備導
入費用等を助
成

コースで異なる
（助成率3/4～
4/5，上限額30万
円～600万円等）

事業場内最低賃金の引上
げが前提。申請後に賃上
げ、交付決定後に設備投
資を行う。今年度は9月
以降申請受付

２４

  頁

※
働き方改革推
進支援助成金

労働時間短縮、年
休取得促進等労務
管理改善の取り組
み

労働能率の増
進に資する設
備等の導入を
助成

コースで異なる
（助成率3/4～
4/5，上限額25万
円～550万円等、
賃上げ加算あり)

有給休暇の取得に向けた
管理簿や就業規則の整備
が前提。成果目標の設定
と達成が要件となる。

雇用・労働関係の主な助成金の概要
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